
水道分野における脱炭素（補助事業等）に関する

説明会

配信期間：令和５年４月17日(月)～４月28日（金）
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議事次第

１．開会

２．説明会内容

（１）水道分野における地球温暖化対策について

（２）徳島市上下水道局 水道技術管理者 辻裕之氏 による講演
講演内容：カーボンニュートラルの実践
※令和４年11月30日実施の「水道技術管理者研修 2.水道技術管理者」についての配信。

（３）厚生労働省、環境省及び総務省担当者による補助事業等の説明
※概要、スケジュール、採択事例について。

✓ 上下水道・ダム施設の省CO2改修支援事業
✓ 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設

備等導入推進事業
✓ 公営企業債（脱炭素化推進事業）

３．閉会
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環境・エネルギー対策について

～水道における環境・エネルギー対策～
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９ .環境・エネルギー対策について

～新水道ビジョンにおける環境対策の位置付け～
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環境・エネルギー対策について

～水道における年間電力使用量等の状況～
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5. カーボンニュートラルの実践

水道事業になぜ？カーボンニュートラル

社会構造の変化
人口減少等

給水収益の減少

施設の老朽化 更新需要が増大

自然災害が頻発
防災対策
耐震化

カーボンニュートラル
・省エネルギー対策＊＊＊
・再生可能エネルギー創出

収益確保
動力費の削減

経営基盤の強化

本来事業の強化



環境省補助事業４年連続の採択
更新事業増大を控え、経費節減、収益確保を先行

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 事業費 補助金 ＲＣ減少額/年

■平成２５～２６年度
共通系送水システム設備 2.2億円 1.0億円 1.4千万円

■平成２６～２７年度
佐古ブロック配水システム設備 2.4億円 1.1億円 0.4千万円

■平成２７～２８年度
第十浄水場取水システム設備 3.2億円 1.5億円 0.9千万円

■平成２８～２９年度
第十浄水場自家用太陽光発電設備 2.7億円 1.7億円 0.9千万円

合 計 10.5億円 5.3億円 3.6千万円

（税抜き金額）9



補助事業によるCO2削減
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平成26～27年度 佐古ブロック配水システム設備

平成27～28年度 第十浄水場取水システム設備 平成28～29年度 第十浄水場自家用太陽光発電設備

平成25～26年度 共通系送水システム設備



省エネルギー対策

1,706万kWh（平成12年度）

1,081万kWh（平成30年度）
(1,157万kWh)

1,380万kWh（平成26年度）

1,081万kWh（平成30年度）
(1,157万kWh)

過去最大使用電力量（商用）

環境省補助事業の成果

約37％の削減
年平均約2％削減

約22％の削減
年平均約5％削減

※水需要は約20％の減少

※水需要は約3％の減少
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再生可能エネルギー創出による収益確保

太陽光発電設備（２タイプソーラー）

■経過（売電用）
H24.07 再生可能エネルギー固定価格買取制度開始（経済産業省）
H24.12 「公営企業が固定価格買取制度で行う売電事業は附帯事業として取り扱う」と通知

（総務省）
H25.01 第十浄水場太陽光発電所の設備認定を経済産業省に申請
H25.02 第十浄水場太陽光発電所の経済産業省より設備認定（40円/kWh税抜、20年間）
H26.09 売電用太陽光発電設備 250kW設置・稼働開始
H27.02 売電用太陽光発電設備 750kW増設・1,000kW稼働開始
H28.02 売電用太陽光発電設備 500kW増設・1,500kW稼働開始

■経過（自家用）
H28.06 環境省補助事業（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）に応募申請
H28.07 環境省補助事業採択（補助率２／３）
H30.02 自家用太陽光発電設備 500kW設置・稼働開始
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再生可能エネルギー創出による収益確保

太陽光発電設備（２タイプソーラー）

■効果（売電用）
（令和3年度 実績）
売電電力量 約204万kWh
売電収入 約8,970万円(税込み)水道事業収益の約1.9％

※平成46年9月まで売電を継続、約11年6か月で回収予定

■効果（自家用）
（令和3年度 実績）
発電電力量 約73万kWh
削減動力費 約1,070万円(税込み)浄水場動力費の約8.7％

※約16年6か月で回収予定
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費用縮減と収益の確保
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省エネ ＋ 再生可能エネルギー

（費用縮減）

（収益確保）

省エネ 需要に合わせた供給・適正配水圧
原単位を考慮したシフトコントロール

再生可能エネルギーの導入
売電収益と自己消費の２タイプソーラー
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水運用（省エネ＋柔軟性）



脱炭素化事業（配水コントロール）令和５年度事業
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省エネと耐震化
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配水コントロール → 省エネ＋耐震化

（省エネ）

（耐 震）

需要に合わせた供給・適正配水圧
原単位を考慮したシフトコントロール

非常時に対応する水融通・代替配水



ビジョンのキーワード

『安全』のための『強靱』 『強靱』のための『持続』

『持続』なければ『強靱』なし 『強靱』なければ『安全』なし

18

持 続

強 靱

安 全重要

必要
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環境・エネルギー対策について

～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～
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環境・エネルギー対策について

～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち、（５）上下水道・ダム施設の省 CO2

改修支援事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～
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環境・エネルギー対策について

～実施スケジュール例～
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環境・エネルギー対策について

～採択事例（１／２） ～

事業者 改修設備 設備仕様 CO2削減率

太陽光パネル　94.5kW　×1

パワコン　屋外自立型50kVA　×1

パワコン　屋外自立型20kVA　×1

蓄電池盤　屋外自立型26.5kWh　×1

計測装置　ディスプレイ、HDD、UPS等　×1

配水ポンプ速度制御装置盤：屋内自立型

配水ポンプ　7.73㎥/分×75kW

配水ポンプ用電動機　75kW

加圧ポンプ　渦巻きポンプ22kW　×３

電動弁　電動バタフライ弁0.2kW　×３

ポンプ制御盤　主幹225AF　×１

水中ポンプ　Φ150　22kW　×2

電動バタフライ弁　Φ200　×2

ポンプ動力制御盤　×2

変圧器盤（VVVF用）　300kVA　×4

低圧電動機盤（VVVF制御方式）　180kW　×4

変圧器盤（VVVF用）　300kVA　×4

低圧電動機盤（VVVF制御方式）　200kW　×4

太陽光発電

高効率ポンプ（ダウンサイス込み）

21.7%

インバータ設備 27.7%

高効率モーター、制御盤他 35.5%

48.4%

インバーター設備 16.3%

インバーター設備 17.1%

水道事業者C

水道事業者B

水道事業者A

水道事業者F

水道事業者E

水道事業者D
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環境・エネルギー対策について

～採択事例（２／２） ～

採択実績としては、補助対象経費（工事費込み）が１億以上の設備もあれば、数百万円程度の設備もある。

なお、「CO2削減率」とは、従来型のシステムによる年間CO2排出量に対する新システムによる年間CO2削減量の割合であり、再エネ設

備の場合は、再エネ設備導入による電力購入量削減分（再エネにより発電した電力の自家消費電力量）がCO2削減量となる。

事業者 改修設備 設備仕様 CO2削減率

水道事業者G インラインポンプ、高効率モーター2台 加圧送水ポンプ（インラインタイプ）0.85㎥/min・70.0m　18.5kw・200V・60Hz 17.2%

加圧ポンプ　渦巻きポンプ22kW　×2

電動弁　電動バタフライ弁0.2kW　×2

ポンプ制御盤　主幹225AF

変圧器盤　200kVA　×4

低圧電動機盤　110kW　×4

水道事業者J 高効率モーター・インラインポンプ 送水ポンプ設備　0.12㎥／ｍｉｎ　28ｍ　1.5kW 46.2%

水道事業者K 高効率ポンプ・モーター 高効率ポンプ・高効率モータ　ｲﾝﾍﾟﾗｶｯﾄ/IE3ﾀｲﾌﾟ22kW 30.2%

水道事業者L 高効率ポンプ・モーター 原水ポンプ　150A×11kw 21.4%

高効率モーター、インラインポンプ、制御盤

インバータ制御盤4面 30.0%水道事業者I

水道事業者H 52.0%
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事業スケジュール

※スケジュールは一例で、実際の状況により変更の可能性があります。

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月

応募申請

審査・採択

交付申請

交付決定

補助事業の実施

完了実績報告

補助金額の確定

補助金の支払

※交付申請があり次第随時

※補助金額の確定次第、随時

⚫ 補助事業の完了（業者への支払完了）は1月31日までになります。
⚫ 完了実績報告書の提出期限は、事業完了後30日以内または補助事業の完了した日の属する年度の2月
10日のいずれか早い日になります。

⚫ 補助事業期間は原則として単年度内とします。ただし、単年度での実施が困難な補助事業については、
応募時に年度ごとに事業経費を明確に区分した経費内訳書及び実施計画書が提出されることを前提と

して、補助事業の実施期間を２年度以内とすることができます。
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再エネ等を導入することで災害時に役立った事例

⚫ 「台風15号」の影響により、当該防災
拠点エリアも一時的に停電したが、直ち
に停電した電力系統との切り離しを行い、
域内は迅速に電力が復旧。域内の住民は、
通常通りの電力使用が可能となった。

⚫ エリア内の温泉施設において、停電で電
気・ガスが利用できない域外の周辺住民
（9/10-11の2日間で800名以上）へ
の温水シャワー・トイレの無料提供。

2019年9月台風15号（千葉県睦沢町）

（出典：ANN NEWS）

◼再エネ等や蓄電池を導入することで、災害時にも停電しない地域づくりを推進

桑折町の災害対策本部となる町役場庁舎に太陽光発電設備および蓄電池を
整備。地震による停電に対して、蓄電池が稼働し、災害対策本部としての機能

発揮や町役場への避難者の受け入れ、充電スポットとしても貢献。

「令和４年福島県沖を震源とする地震」

⚫ 桑折町の災害対策本部となる町役場庁舎に
太陽光発電設備および蓄電池を整備。

⚫ 震度６弱を観測し、商用電力が停電している
なかで、蓄電池より電力供給を行い、災害対
策本部の機能を発現。

⚫ また、町役場へ避難してきた住民の受け入れ必
要な照明の確保、携帯電話など充電スポット
を提供。

※町役場へ避難した住民の受入状況
写真提供：桑折町



※専門アドバイザーの派遣（総務省・地方公共団体金融機構の共同事業）により、公営企業の脱炭素化の取組を支援

○ ＧＸ実現に向けた基本方針（令和５年２月10日閣議決定）において、地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先して実施すること
とされるなど、地方公共団体の役割が拡大したことを踏まえ、公営企業の脱炭素化の取組に対して、以下のとおり地方財政措置
を講じる。

１．対象事業
対象事業 交付税措置率

太陽光発電
公共施設等のZEB化※１ 50％

省エネルギー
（省エネ改修※２、LED照明の導入）

財政力に応じて
30～50％

公用車における電動車等の導入
（EV、FCV、PHEV）

30％

※１ 太陽光発電・ＺＥＢ化は、新築・改築も対象

※２ 省エネ・高効率機器の導入、ポンプのインバータ制御化等の

省エネ設備の導入等を含む

○ 令和５年度～令和７年度

２．事業期間

○ 地方公共団体実行計画に基づいて行う公共施設等の

脱炭素化のための地方単独事業

（太陽光発電、公共施設等のZEB化、省エネルギー、電動車等の導入）

３．地方財政措置

公営企業債
（脱炭素化推進事業）

通常の公営企業債

※水道事業、工業用水道事業、電気事業、ガス事業は一般会計出資債

○ 地方負担額の１/２に「公営企業債（脱炭素化推進事業）」を充当した上で、

元利償還金の全額を一般会計からの繰出の対象とし、

その元利償還金に上表のとおり普通交付税措置

（残余（地方負担額の１/２）については、通常の公営企業債を充当）

公営企業の脱炭素化の推進

※この他、小水力発電（水道事業・工業用水道事業）やバイオガス発電、リン回収施設等（下水道事業）、

電動バス（EV、FCV、PHEV）等の導入（交通事業（バス事業））についても対象

※売電を主たる目的とする発電施設・設備については対象外

元利償還金の30～50％ を普通交付税措置

一般会計負担（繰出）
地方負担額の1/2

企業会計負担
地方負担額の1/2



○ 小水力発電の導入

対象事業

地方財政措置

水道・工業用水道事業における脱炭素化の推進

事業期間

○ 令和５年度～令和７年度

○ ＧＸ実現に向けた基本方針(令和５年２月10日閣議決定）において、地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先して
実施することとされるなど、地方公共団体の役割が拡大したことを踏まえ、小水力発電の導入の取組に対して地方財
政措置を講じ、水道・工業用水道事業における脱炭素化を推進。

水道事業債
工業用水道事業債

一般会計出資債

発電機（兵庫県）

水車（兵庫県）

イメージ図

ダムからの導水時に水の高低差
を活用し水車を回すことで発電

水道事業債
工業用水道事業債

通 常 脱炭素化推進事業

元利償還金の50％を普通交付税措置

○ 地方負担額の１／２に一般会計から出資（一般会計出資債）し、その元利償還金の50％を普通交付税措置
（残余（地方負担額の１／２）については、通常の公営企業債を充当）

地方交付税措置なし

※地方公共団体実行計画に基づいて行う地方単独事業を対象
※売電を主たる目的とする発電施設・設備については対象外

一般会計負担（繰出）
地方負担額の1/2

企業会計負担
地方負担額の1/2

企業会計負担(100％)



○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「見える

化」した上で、中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不足し、小規模

市町村を中心に公営企業会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業
として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

（２） 支援の方法

※アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

（３） 事業規模

○ 約６億円（約1,400団体・公営企業への派遣を想定）

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成支援事業

都道府県が市区町村・公営企業の啓発
のため支援分野の研修を行う場合に派
遣

市区町村・公営企業が直面する課題に
対して、当該課題の克服等、財政運
営・経営の改善に向けたアドバイスを
必要とする場合に団体の要請に応じて
派遣

上記の支援分野の実施に当たり、知
識・ノウハウが不足するために達成が
困難な市区町村・公営企業に、技術
的・専門的な支援を行うために派遣

都道府県に派遣個別市区町村に継続的に派遣（各都道府県市区町村担当課等と連携して事業を実施）

令和５年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」

事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ ＤＸ・ＧＸの取組

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの策定及び経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクターの経営健全化

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行

（公共施設マネジメント）

○ 地方公共団体のＤＸ

○ 首長・管理者向けトップセミナー



公営企業の持続可能な経営の確保に向けた
先進・優良事例集

令和５年３月
総務省自治財政局公営企業課



○公営企業の抜本的な改革等の先進・優良事例の横展開を図るため、「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例
集」を平成29年３月に作成・公表し、毎年度更新を行ってきました。

○今般、公営企業の経営環境の変化（新型コロナウイルス感染症や物価高騰への対応、DX・GXの推進など）を踏まえ、新たに、「公営企業の持続可
能な経営の確保に向けた先進・優良事例集」（以下「事例集」という。）を作成・公表することとしました。

○ 抜本的な改革を含む12の取組類型（事業廃止、民営化・民間譲渡、公営企業型地方独立行政法人、広域化等、指定管理者制度、包括的民間委託、

PPP/PFI、DX、GX、公営企業会計の適用、経営戦略の改定及びその他）について、各地方団体から提出いただいた合計319事例を掲載。

○ １事例当たり１ページで掲載するとともに、重要箇所を赤字下線で強調することで、取組の全体像・ポイントをわかりやすく表示。

○ 可能な限り数値を用いて定量的に記載することで、取組の効果を具体的に表示。

取組の概要を表す図

団体名

事例名

取組類型 事業名

担当部署

「公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集」について

・ 公営企業の規模を示す情報

公営企業情報

取組のスケジュール

・取組開始後の新たな課題
・今後の予定

今後の展望・取組を成功させるために工夫
した点

・他の公営企業において特に参
考となる点

取組のポイント

◆総事業費
・取組に要した事業費
◆背景
・公営企業が直面していた課題
・取組開始までの経緯
◆具体的内容
・導入した施設・設備など取組
の詳細な説明

◆効果
・定量的・定性的な効果

取組の概要

事例集の特徴

＜掲載例＞

概要




